
健全化判断比率および資金不足比率
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成22年度決算に基づく甲賀市の健全化
判断比率及び資金不足比率を公表します。

起債許可団体から脱却
　これらの比率が一定の基準値を超えた場合、改善が必要な状態とみなされ、財
政健全化計画を策定することなどが義務付けられます。
　算定の結果、各比率は基準値を下回るとともに、算定開始以来、改善傾向を持続
しています。
　特に、「健全化判断比率」のひとつである「実質公債費比率」は16.8％となり、地
方債の発行に県の許可が必要となる18.0％を下回り、許可団体から脱却するこ
とができました。
　しかし、税収が伸び悩む中、高齢化の進展や経済情勢の悪化などにより扶助費
は年々増加してきており、また、下水道を中心とする公営企業債の返済は依然と
して高い水準で推移することが見込まれます。
　今後も限られた財源を効果的に活用するとともに、一層の財政の健全化に向け
た取り組みを進めていきます。

健全化判断比率

資金不足比率

○�健全化判断比率のうちいずれかが
早期健全化基準以上の場合
　◦財政健全化計画を策定
　◦外部監査要求の義務付け　など

○�健全化判断比率のうち①〜③が財
政再生基準以上の場合
　◦財政再生計画を策定
　◦外部監査要求の義務付け
　◦地方債の制限　など

○�資金不足比率が経営健全化基準以
上の場合
　◦経営健全化計画の策定
　◦外部監査要求の義務付け　など

①実質赤字比率
　一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合
を示すもの。赤字額が少ないほど数値は小さくなり、赤字がな
ければ数値は算定されません。

早期健全化
基準

財政再生
基準

H22 ―　（※赤字額なし） 12.16 20.00
参
考
H21 ―　（※赤字額なし） 12.20 20.00
H20 ―　（※赤字額なし） 12.25 20.00

◆�H19決算の算定開始以来、一般会計等の実質収支額は黒字を維
持していることから、実質赤字比率は算定されていません。

③実質公債費比率
　借入金（地方債）の返済額およびこれに準じる額の大きさを
指標化し、資金繰りの程度を示すもので、市の収入を借入金の
返済にあてる割合が小さいほど数値は小さくなり、健全である
といえます。

◆�「返す以上に借りない」ことを基本に地方債の発行を抑え、更に
積極的に繰上償還を行ってきました。
　�　これにより、一般会計の元利償還金などが減少し、実質公債費
比率は16.8％と改善され、地方債の発行に県の許可を要する基
準である18.0％を下回り、許可団体から脱却することができま
した。

早期健全化
基準

財政再生
基準

H22 16.8 25.0 35.0
参
考
H21 18.0 25.0 35.0
H20 18.3 25.0 35.0

　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合を示すもの

②連結実質赤字比率
　全会計を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指
標化し、財政運営の悪化の度合を示すもの。赤字額が少ないほ
ど数値は小さくなり、赤字がなければ数値は算定されません。

早期健全化
基準

財政再生
基準

H22 ―　（※赤字額なし） 17.16 35.00
参
考
H21 ―　（※赤字額なし） 17.20 40.00
H20 ―　（※赤字額なし） 17.25 40.00

◆�H19決算の算定開始以来、全会計の実質収支額は黒字を維持し
ていることから、連結実質赤字比率は算定されていません。

④将来負担比率
　一般会計等の借入金（地方債）や支払っていく可能性のある
負担等の現時点での残高を指標化し、将来、財政を圧迫する可
能性の度合を示すもので、借入金残高等の負担が少ないほど数
値は小さくなり、健全であるといえます。

早期健全化
基準

財政再生
基準

H22 92.9 350.0
参
考
H21 107.5 350.0
H20 126.6 350.0

◆�「返す以上に借りない」ことを基本に地方債の発行を抑え、更に
積極的に繰上償還を行ってきました。
　�　これにより、一般会計の地方債残高などが減少し、将来負担比
率は92.9％と改善されました。

　◆全ての公営企業会計（病院・水道・公共下水道・農業集落排水）で資金不足は生じていません。 〔経営健全化基準…20.0％〕

　平成22年度甲賀市一般会計歳入歳出決算及び各特別会
計歳入歳出決算、基金の運用状況、公営企業会計決算並び
に甲賀市財政健全化、経営健全化の審査を致しました結
果、いずれも関係法令に準拠して作成されており、計数も
関係諸帳簿と照合し、いずれも正確であり、適正に執行さ
れているものと認めました。
　まず、一般会計の決算額は、歳入総額約347億3千8百万
円、歳出総額約340億円5千5百万円、実質収支額は約5億6
千5百万円の黒字となっています。歳入のうち、市税収入
は1億1千5百万円余りの増となり、収入未済額は約8億4
千6百万円に減少し、不納欠損処分額も約3千4百万円と大
幅に減少しています。
　次に、13の特別会計の決算額は、歳入総額約201億1千7
百万円、歳出総額約192億8千4百万円、全体の実質収支額
は約8億1千万円の黒字となっています。収入未済額は約
9億9千7百万円と前年度より僅かに増加していますが、本
年度の不納欠損処分額は約3千万円余りと前年度に比べ大
きく減少しています。
　今後においても、大変難しい行財政運営が強いられるこ
とが予測される中、市税料金等滞納特別対策推進本部およ
び滞納債権対策課を中心に、公平公正の原則に立って毅然
とした収納姿勢を堅持され、未収金の発生防止策および早
期回収に種々の方策が講じられるよう望むところです。
　一般会計および特別会計を合せた市債の状況ですが、決
算年度末現在高は約715億1千万円で、前年度と比較しま
すと4.12％の減、約30億7千万円減少し、市民一人当たり
の市債額は約75万6千円となりました。
　公営企業会計の病院事業会計決算では、損益計算書にお
いては収支差引き約7千2百万円の純損失となり、当年度

未処理欠損金は、約6億円となっています。重要な地域医
療の拠点を維持するためには、病院改革プランを着実に実
行され、再度あらゆる角度から経営分析を行い、病院経営
の早期健全化を要望するものです。
　また、水道事業会計の損益計算書では、収支差引き約9
千万円余りの純利益となり、当年度未処理欠損金も約6億
4千万円余りに減少しました。これからも、未処理欠損金
の減少や事業経営の改善に不断の努力を願うものです。
　次に、地方公共団体の財政健全化に関する法律に係る甲
賀市健全化判断比率については、4つの指標とも、総務省が
示す早期健全化基準の数値内であり良好な状態にあると
言えます。一般会計、特別会計、企業会計の合計に一部事
務組合を含めた実質公債費比率は、16.8％となり、起債の
許可団体から脱却することができましたが、今後もプライ
マリーバランスの黒字化を堅持され、次代に負担を送るこ
とのないよう、更なる努力を望むものです。
　最後に、未だ景気の低迷が続く中、追い討ちをかけるよ
うに、東日本大震災や急激な円高進行等により、さらに景
気の回復に影響を及ぼしています。22年度における本市
の決算状況は、改善の兆しはあるものの、景気回復が不透
明な中、まだまだ予断を許さない状況と考えます。本市の
総合計画に示すまちづくりの実現のため、甲賀市の社会資
本整備を中心に着実に事業推進を図ってこられた関係者
の努力に対して敬意を表するものでありますが、合併後7
年が経過し、更なる飛躍をするために、もう一歩も二歩も
踏み込んだ行財政改革を進められることに期待し、決算審
査報告といたします。
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